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はじめに 
第１部 介護保険制度の政策過程の分析 



































































































































































































































































































図表１          介護保険制度の立案経緯 
 














1990  ６ 老人福祉法等福祉8法の改正 
1991  ９ 老人保健法改正（老人訪問看護制度の創
設、介護的色彩の濃い部分の公費負担を5
割に引き上げ） 
1992   

































































































































































































































































高齢者介護対策本部組織図（1994 年 4 月発足） 
 
 本部長 
  事務次官 
  
副本部長 
  官房長 
  健康政策局長 
  社会・援護局長 
  老人保健福祉局長 
  保険局長 
  年金局長 
  大臣官房総務審議官 
      審議官（事務局長兼務） 
  
本部員 
  大臣官房総務課長 
      政策課長 
  健康政策局総務課長 
  社会・援護局企画課長 
  老人保健福祉局企画課長 
  保険局企画課長  
  年金局企画課長 
  保険局保険課長（事務局次長兼務） 





  保健医療技術調整官 
  課長補佐（17 人。うち専任 2 人） 
  係長（1 人） 
  主査（1 人） 



































































































































































































ては、社会保障制度審議会社会保障将来像委員会第 2 次報告（1994 年 7 月）や同審議













































































































































































































































































図表１        内閣提出法律案の作成過程 
 


















各 省 協 議       ○政府内の合意形成 
 
 
閣議請議決裁              政務調査会部会  
 
                    政務調査会審議会  
 
事務次官等会議              総 務 会  
 









































































































































































































































































































































































年 4 月 26 日、老健審会長と意見交換を行うとともに、厚生省に対して介護保険制度試






























4 月 22 日（月）老健審（13 時－15 時）「高齢者介護保険制度の創設について（最終報
告）」 
  23 日（火）自民党政調 社会部会・医療基本問題調査会合同部会（14 時－16 時）
（新介護システムについて） 

























        ・「介護保険制度の試案作成にあたっての基本指針」提示 
  14日（火）与党福祉プロジェクト（8時）（厚生省試案について） 
  15日（水）老健審（18時半－20時半）（介護保険制度試案について） 
        社民党拡大厚生部会（8時）（厚生省試案について） 
        与党福祉プロジェクト３座長会議（14時）（新介護システムについて） 
  16 日（木）自民党政調 社会部会・医療基本問題調査会合同会議（8 時半）（新介
護システムについて） 
        新進党介護問題プロジェクト（9時）（厚生省試案について） 
  17日（金）与党福祉プロジェクト（8時－9時半）（厚生省試案について） 
  21日（火）社民党厚生部会（8時）（全国市長会・町村会から意見聴取） 
  22日（水）自民党社会部会・医療基本問題調査会合同会議（12時）（厚生省試案に
ついて） 
        老健審（介護保険制度試案に対する審議） 
  23日（木）自民党政調 社会部会・医療基本問題調査会合同会議（12時） 
  24日（金）与党福祉プロジェクト（8時－9時）（厚生省試案について） 
  28日（火）与党福祉プロジェクト（8時）（厚生省試案について） 
        自民党政調 地方行政部会・地方制度調査会合同部会（8時半）（厚生
省試案について）  
  29日（水）社民党拡大厚生部会（8時）（介護保険について） 
  30日（木）与党福祉プロジェクト（8時）（修正試案について） 
        自民党政調 社会部会・医療基本問題調査会合同会議（15時半） 





   5日（水）全国市長会会議（決議） 
        社民党拡大厚生会議（8時）（厚生省試案について） 
        与党福祉プロジェクト（19時） 
60 
 
         ・法案要綱に自民党議員から異論が出る。 
         ・22時半に再開して「制度案大綱」とする。        
   6日（木）老健審（10時－12時）（介護保険制度案大綱の諮問） 
        社会保障制度審議会（14時－16時）（同上） 
        中央社会福祉審議会（10時―12時）（生活保護法等の改正につていの
諮問） 
   7日（金）医療審議会（医療法の改正要綱の諮問） 





        参議院自民党介護問題プロジェクト（14時半） 
  10日（月）老健審（14時－15時半 １時間中断 16時40分－17時） 
・答申まとまる。 
        中央社会福祉審議会、医療審議会 答申 
        夕方、全国市長会・町村会会長と与党福祉プロジェクト3座長会議 
  11日（火）社会保障制度審議会の答申 
        与党厚生調整会議・福祉プロジェクト合同会議（８時）（老人介護保険
法案（仮称）等について） 
        社民党拡大厚生部会（10時）（老人介護保険法案（仮称）等について） 
        さきがけ拡大政調役員会（11 時）（老人介護保険法案（仮称）等につ
いて） 
        自民党政調 社会部会（15時―17時）（老人介護保険法案（仮称） 
等について） 
  12日（水）自民党政調 社会部会（8時半―10時15分） 
        自民党政調 社会部会（19時半―21時） 
         ・議論がまとまらず、政調会長一任 
  13日（木）自民党政調 地方行政部会幹部会（９時）（介護保険制度について） 
        与党政策調整会議（11時半）（老人介護保険法案（仮称）等について） 




        社民党政審役員会（16時－16時40分）（法案について了承） 
  14日（金）与党福祉プロジェクト3座長打ち合わせ（10時） 
  17日（月）与党合意（要綱案、懸案事項、制度案の骨子）  
  18日（火）社民党拡大厚生部会（8時）（介護保険法案についての報告 ） 
         自民党政審（10時半）（介護保険法案についての報告） 
         自民党総務会（11時）介護保険法案についての報告） 
         与党政策調整会議（14 時半）（介護保険法案の経過について）                























































































































































































11）年 1 月からは自民党・自由党の連立、同年 10 月からは自民党・自由党・公明党の











































































































































































































































































































































ーズアップされた時期であった。政府は、1985（昭和 60）年 7 月に長寿社会対策関係
閣僚会議を設置し、翌86年6月に「長寿社会対策大綱」を閣議決定した。厚生省では、




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                            
14 この投書に対しては、神戸市の介護支援専門員から、別居している家族であれば、事業所に登録し
て派遣ヘルパーの形をとることで賃金が得られる、というアドバイスが寄せられた（2002年6月26
日朝日新聞）。理論的には可能であるが、種々の条件が整う必要があり、実現可能性は低いであろう。 
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